
施策目標Ⅰ－６－３

原子爆弾被爆者等を援護すること

概要（事前分析表のポイント）



【概要】令和４年度事前分析表（施策目標Ⅰ-６-３）

１

基本目標Ⅰ： 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

施策大目標６：健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、必要な医療等を確保すること

施策目標４：原子爆弾被爆者等を援護すること

現状（背景）

１. 被爆者（被爆者健康手帳の交付を受けた者）に対する保健・医療・福祉にわたる総合的な援護施策

課 題 １

・ 被爆者が受けた放射能による健康被害という他の戦争被害とは異なる「特殊の被害」であることに鑑み、援護施策として、健康診断

や医療費の支給等を行う必要がある。

・ 被爆者の高齢化が進む中、介護等の必要性も高まっている。令和３年３月末現在：被爆者数：127,755人。平均年齢：83.94歳）

【測定指標】（太字下線が主要な指標

１ 被爆者健康診断受診率（アウトプット）

達成目標１

・ 被爆者に対する保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策として、健康診断の実施や医療費、手当の支給等を講じる。

・ 被爆者に対して医療の給付、諸手当の支給、原爆養護ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を実施。

・ 被爆者数（被爆種別・都道府県市別）・平均年齢、被爆者数の推移、各種手当受給者数は別紙のとおり。



確認すべき主な事項（事前分析表）

背景・課題について

１
施策目標の実現に向けて、どのような課題があるかを過不足なく記載できているか。

（注１） 課題の分析に漏れがあると、その後に続く、達成目標の設定が不十分となる可能性あり。

達成目標について

２ 課題に対応した達成目標を設定できているか。

３
施策目標の実現に向け、適切にブレイクダウンできているか、抽象的なものとなっていないか。

（注２） 達成目標に含まれる内容が多すぎる場合は、適宜分割をすることも要検討。

測定指標、参考指標について

４ 達成目標の進捗度合いを測定する指標として、合理的な指標が設定されているか（達成目標と測定指標の関係性は明確か）。

５

測定指標はアウトプットとアウトカムの双方が設定されているか。

（注３） 最終的なアウトカムだけでなく、アウトプットと直接的な関係性のある短期的なアウトカムや、最終的なアウトカムを実現するための中
期的なアウトカムを設定することが望ましい。

６ 測定指標のうち「主要な指標」とそれ以外の指標が区分されているか。また、「主要な指標」とする理由は明確で、適切に選定されているか。

７ 当該年度の目標値が記載されているか。

８ 目標値は過年度実績や最終目標年度の目標値を踏まえ、適切な水準に設定されているか。

９ 指標の入れ替えが行われている場合、その理由について説明されているか。

１０ 目標値を設定することは困難だが、実績値を経年的に把握することで、評価の参考となる情報について、参考指標として設定されているか。

達成手段について

１１ 測定指標と関連する達成手段数が０となっていないか。

１２ 達成目標と関連する達成手段が多数になっているなど、達成目標と達成手段との関係が複雑な構造となっていないか。 （注２）参照
２



３

原爆関係の援護施策の概要

【代表例】

○ 健康管理手当
・一定の疾病にかかっている者
・広島市長・長崎市長・都道府県知事がそれぞれの
「審査会」の意見を聴いたうえで認定

・原爆の影響によるものでないことが明らかな場合
は不支給

原爆投下当時の広島市・長崎市の区域及びそれに隣接する政令で定める区域内にいた者等

被爆地域

被爆者

健康診断

・医療保険の自己負担分を国費で補填

（ごく例外を除き、すべての疾病）

医 療

・２１２，０００円（Ｒ4.4現在）

・原爆の影響による死亡でないこと

が明らかな場合は不支給

福祉サービスの提供

○ 原爆養護ホームへの入所（一般2カ所、特養５カ所）
・食費、居住費以外は自己負担なし
・ディサービス・ショートステイも実施

○ 介護保険法に規定する訪問介護サービス等の利用
・自己負担なし

・日常生活や健康に関する
相談

・自己負担なし

相 談

・原爆放射線が原因で疾病にかかっている者
・厚生労働大臣が国の「審査会」の意見を聴いた上で
認定

・ 全額国費による医療の給付

・ 医療特別手当 月額１４１，９００円（Ｒ4.4現在）

・年２回（一般）

・希望者には更に年２回

（うち１回はがん検診）

・自己負担なし

○ この他に、保健手当、特別手当、原子爆弾小頭症
手当、介護手当、家族介護手当がある

葬祭料の支給

・特別養護老人ホームの入所や

デイサービスの利用時などの

１割負担分を公費で補填

福祉ｻｰﾋﾞｽ

全 員 全 員 全 員 全 員 全 員

・介護保険の医療系サービスの１割負

担分も国費で補填

申請が認められた者
○ 原爆養護ホームへの入所を希望する者
・身体上又は精神上の障害のため、日常生活に支障があ
る者等

○ 介護保険法に規定する訪問介護サービス等を希望する
者

・低所得者の被爆者で介護保険法による認定を受けてい
る者

各手当の支給要件該当の認定を受けた者

手当の支給

○ 健康管理手当
・月額３４，９００円（Ｒ4.4現在）

原爆症の治療＋手当の支給
（約14億円）（約2４8億円）

一定の要件を
満たした者

原爆症の認定を受けた者

広島市長・長崎市長・都道府県知事が認定して「被爆者健康手帳」を交付

（令和４年度予算額：約１,226億円）

（約25億円） （約266億円） （約30億円） （約0.7億円） （約24億円）

（約2６2億円） （約521億円） （約3０億円）



○被爆種別人数・平均年齢

○都道府県市別人数

○各種手当受給者数

※各値は、令和３年３月末現在のもの

４



○原爆被爆者対策予算の年度別推移（当初予算ベース）① （昭和32年～昭和62年度）
単位；千円

５（注）「その他」欄は、保健福祉施設運営費等、調査研究等及び老人保健事業推進費等補助金（原爆分）等の合計額を計上。



○原爆被爆者対策予算の年度別推移（当初予算ベース）② （平成元年～令和３年度）
単位；千円

６
（注）「その他」欄は、保健福祉施設運営費等、調査研究等及び老人保健事業推進費等補助金（原爆分）等の合計額を計上。


